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事 業 名 地方創生アドバイザー事業 ５１ 

根 拠 法 令 等 地方創生アドバイザー事業実施要綱  

制 
度 
の 
概 
要 

目  的 
 地域社会の活性化を推進するため、適切な助言を行う各分野の専門
家等を招いて実施する自主的・主体的、継続的に地域づくり活動に取
り組む活動を支援し、地域社会の活性化を図る。 

補助対象 
・市町村 
・広域連合、一部事務組合又は地方自治法の規定に基づき設置された

協議会 

事業内容 
(補助メニ 

ュー) 

 助成対象団体が地域の活性化を推進するために実施する事業で、テ
ーマに具体性のあるもの。助成対象経費は、アドバイザーを招聘する
ために要する謝金、交通費及び宿泊費。 

助成金 
（一財）地域活性化センター 
 １０／１０以下（１件につき上限 200 千円） 

担 当 課 
及 び 

連 絡 先 

地域創生課 地域支援・過疎係  
０２７－２２６－２３５２ 

実    績 

 

・平成３年度 新治村 ・平成５年度 (勢)東村 ・平成６年度 吉井町 
・平成９年度 境町  ・平成 10 年度 伊香保町 ・平成 11 年度 前橋市 
・平成 12 年度 万場町 ・平成 14 年度 高崎市  ・平成 15 年度 六合村 
・平成 16 年度 富岡市 ・平成 17 年度 高崎市、上野村 
・平成 19 年度 上野村 ・平成 20 年度 桐生市    ・平成 21 年度 前橋市 
・平成 24 年度 上野村 ・平成 25 年度 富岡市    ・平成 26 年度 片品村 
・平成 27 年度 上野村 ・平成 28 年度 下仁田町  
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事 業 名 まちなか再生事業(補助金) ５２ 

根 拠 法 令 等 地域再生マネージャー事業（まちなか再生事業実施要綱） 

制 
度 
の 
概 
要 

目  的 

 まちなか再生に取り組む市町村に対して、各分野の専門的知識や実

務的ノウハウを有する外部の専門的人材の活用を支援することによ

り、当該地域の実情に応じた地域再生を推進し、活力と魅力ある地域

づくりに寄与することを目的とする。 

補助対象 市町村 

補助内容 
(補助メニ 

ュー) 

・外部専門家の活用に関する経費。  

・委託料、会議費、印刷製本費、広告宣伝費、原材料費、旅費、消耗

品費、通信運搬費その他の補助対象事業を実施するために必要とな

る経費。 

助成金 
（一財）地域総合整備財団 
 ２／３以下（１市町村につき上限 7,000 千円） 

担 当 課 
及 び 

連 絡 先 

地域創生課 地域支援・過疎係  
０２７－２２６－２３５２ 

実    績 ・平成 27 年度 前橋市  
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事 業 名 官民連携まちなか再生推進事業 ５３ 

根 拠 法 令 等 官民連携都市再生推進事業制度要綱 

制 
度 
の 
概 
要 

目  的 

 官民の様々な人材が集積するエリアプラットフォームの構築やエリ
アの将来像を明確にした未来ビジョンの策定、ビジョンを実現するた
めの自立・自走型システムの構築に向けた取組を総合的に支援し、多
様な人材の集積や投資を惹きつける都市の魅力・国際競争力の強化を
図ることを目的とする。 

補助対象 
エリアプラットフォーム 
市町村（事業内容②のみ） 
都市再生推進法人、民間事業者等（事業内容「普及啓発事業」のみ） 

事業内容 

＜エリアプラットフォーム活動支援事業＞ 
①エリアプラットフォーム構築 
 未来ビジョン等の作成を行うエリアプラットフォームの形成・運営 
②未来ビジョン等策定 
 未来ビジョン等の策定のためのデータ収集・分析、専門人材活用、 
勉強会・意識啓発活動等 
③シティプロモーション・情報発信 
 まちづくりの担い手や国内外の多様な人材を惹きつけるために行う 
シティプロモーション及び情報発信（ＨＰ作成、セミナー開催等） 
④社会実験・データ活用 
 都市の魅力や国際競争力を強化するための事業実施にあたり必要と 
なる社会実験・実証事業等（公共空間等の活用促進や外国人就業者 ・
来訪者の受け入れ体制の構築等に要する費用） 
⑤交流拠点等整備（地域交流創造施設） 
  コワーキング・交流施設（地域住民や就業者等が交流することで新
しい働き方や暮らし方に資する取組を促進する施設）の整備に要する
費用 
 
＜普及啓発事業＞ 
まちづくりの課題に対し様々な関係者を巻き込んだワークショップの
開催、継続性のある活動を実践する人材の育成を図る仕組みの構築・
運営 
 
詳しくは、官民連携まちづくりポータルサイトをご確認ください。 
https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_machi_tk_000047.html 

補 助 率 定額、１／２、１／３等 

担 当 課 
及 び 

連 絡 先 

都市計画課 企画推進係 
０２７－２２６－３６６５ 

実    績 
Ｒ３年度 １地区（前橋市） 
Ｒ４年度 実施地区なし 
Ｒ５年度 実施地区なし 
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事 業 名 景観改善推進事業（国庫補助）           ５４ 

根 拠 法 令 等 景観改善推進事業費補助金交付要綱 

制 
度 
の 
概 
要 

目  的 

 魅力的かつ住みよい「集約型都市」を目指す地域等において、景観
計画を策定する市町村に対する総合的な支援を行うとともに景観規制
上既存不適格となる建築物等への是正措置に対する支援を行うこと
で、歴史的なまちなみや自然景観など、地域の個性や特性を活かした
景観形成を図り、地域住民にとって住みよい環境を整備するとともに、
内外からの観光客の訪問先となる魅力あるまちづくりを推進し、地域
活性化や観光立国の実現等を図る。 

事業主体 

 以下のいずれかの要件を満たす市町村 
（１）以下のイかつロの要件を満たす市町村 
（２）以下のイの要件を満たす市町村（（１）を除く） 
イ．景観に関連のある計画等を定めている市町村 
ロ．立地適正化計画を策定又は策定に向けた具体的取組を開始・公表
している市町村 

事業内容 

（１）景観計画の策定・改定に要する経費 
（２）景観計画の策定・改定にあたっての外部専門家登用やコーディ

ネート活動に要する経費 
（３）重点地区内の景観規制上既存不適格となる建築物等への是正措

置に要する経費 

補 助 率 
 当該事業に要する費用の１／３以内 
 ただし、事業主体が（１）で、かつ事業内容が（１）又は（２）に
該当する場合は、当該事業に要する費用の１／２以内 

担 当 課 
及 び 

連 絡 先 

都市計画課 景観形成係 
０２７－２２６－３６５２ 

実    績 活用実績なし。 
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事 業 名 集約都市（コンパクトシティ）形成支援事業 ５５ 

根 拠 法 令 等 都市の低炭素化の促進に関する法律、集約都市形成支援事業制度要綱 

制 
度 
の 
概 
要 
 

目  的 

 都市機能の近接化による歩いて暮らせる集約型まちづくりの実現に
向け、拡散した都市機能を集約させ、生活圏の再構築を進めていくた
め、医療施設・社会福祉施設、教育文化施設等の都市のコアとなる施
設の集約地域への移転や、移転跡地の都市的土地利用の転換を防ぐ事
業の支援制度として、平成２５年度に創設し、平成２６年８月の改正
都市再生特別措置法の施行にあわせ、立地適正化計画制度を支援の対
象に追加している。 

補助対象 
直接補助：地方公共団体、民間事業者等 
間接補助：民間事業者等 

事業内容 

 地域の生活に必要なコア施設（医療施設・社会福祉施設・教育文化
施設・商業施設）の中心拠点への移転に際し、旧建物の除却処分費
用や跡地の緑地化費用等へ助成を行う。 

①計画策定支援 
 ｲ．低炭素まちづくり計画の策定を行う事業 
  ﾛ．立地適正化計画 
 ﾊ．広域的な立地適正化の方針 
 ﾆ．PRE 活動計画 
②コーディネート支援 
 専門家の派遣等を通じ、次に揚げる各事項の推進を図るために必要
な検討調査等を行う事業への助成 
 ｲ．前号の揚げた計画等の策定に向けた合意形成 
  ﾛ．コア施設又は誘導施設の移転に係る関係者の合意形成計画 
 ﾊ．地域住民等の集約地域又は居住誘導区域への移転に関する理解 
  促進や合意形成 
 ﾆ．低炭素まちづくり計画、立地適正化計画、ＰＲＥ活動計画に位 
  置づけられた都市機能・居住誘導に係る施策の推進に向けた合 
  意形成 
③施設の移転促進 
 集約地域外に立地するコア施設の集約地域への移転、又は居住誘導
区域外に立地する誘導施設の都市機能誘導区域への移転を促進するた
め、当該施設の除却処分及び除却された後の土地の緑化等整備を行う
とともに、移転跡地における商業地や住宅地等の都市的土地利用の転
換を防ぐ事業への助成。 
④建築物跡地等の適正管理支援 
 立地適正化計画に跡地等管理区域として位置づけられた、又は位置
づけられる見込みの区域における建築物跡地の適正管理に関する事業
への助成 

補 助 率 直接補助 1/2、間接補助 1/3 

担 当 課 
及 び 

連 絡 先 

都市計画課 都市計画係 
０２７－２２６－３６５６ 

実    績 
１４市町（前橋市、高崎市、桐生市、伊勢崎市、太田市、沼田市、館
林市、渋川市、みどり市、吉岡町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽
町）（Ｈ２６～Ｒ６） 
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事 業 名 都市空間情報デジタル基盤構築支援事業 ５６ 

根 拠 法 令 等 都市再生推進事業制度要綱 

制 

度 

の 

概 

要 

目  的 

本支援事業は、都市空間情報の集約基盤となる３Ｄ都市モデルが、

都市インフラの整備・管理の高度化に加え、モビリティやエネルギー

などスマートシティの都市サービス創出に不可欠であり、今後のまち

づくりＤＸのデジタル・インフラとして位置づけられるものであるこ

とに鑑み、地方公共団体における３Ｄ都市モデルの整備・活用・オー

プンデータ化を推進するための支援を行うことを目的とする。 

事業主体 地方公共団体 

事業内容 

＜補助要件＞ 

 ・ユースケースがあること 
※原則、単年度で３D 都市モデルの整備とユースケース開発を行うこと 

・国が定める標準仕様書及び標準作業手順書に基づく国際標準規格

である CityGML 形式でデータを作成すること 

・整備した３Ｄ都市モデルをＧ空間情報センター等にてオープンデ

ータ化すること 

・整備した３Ｄ都市モデルを維持管理・更新すること 

＜補助対象事業＞ 

（１）３Ｄ都市モデルの整備に関する事業 

・３Ｄ都市モデルの整備又は更新に要する費用 

（２）３Ｄ都市モデルの活用に関する事業 

・都市計画・まちづくり、防災、地域活性化・観光、環境・エネル

ギー、交通、安全・防犯、民間サービス創出支援その他の地方公

共団体における課題解決又は新たな価値創造に資する３Ｄ都市モ

デルの活用に要する費用 

（３）３Ｄ都市モデルの整備・活用・オープンデータ化推進事業 

・３Ｄ都市モデルの整備・活用・オープンデータ化を推進するため

の啓発・研修活動、専門家の派遣、情報収集活動、ウェブサイト

作成等の情報発信活動、都市計画基本図・都市計画基礎調査・都

市計画決定情報のデジタル化、ＧＩＳシステムの導入・改修、ワ

ークショップ・ハッカソン・ピッチイベント等の開催等に要する

費用 

詳細については、以下の国土交通省ＨＰをご確認ください。 

https://www.mlit.go.jp/toshi/daisei/plateau_hojo.html 

補 助 率 

事業実施に要する費用の２分の１以内 

※ただし、次に該当する事業計画は、早期実装タイプとして、上記に

かかわらず、予算の範囲内において、事業実施に要する費用のうち

10,000 千円までは国費を充当することができる。（10,000 千円を超

えた分は地方公共団体が負担） 

1)都市空間情報デジタル基盤構築支援事業計画の初年度であること 

2)早期に課題解決や新たな価値創造が図られることが見込まれること 

担 当 課

及 び 

連 絡 先 

都市計画課 都市計画係 

０２７－２２６－３６５４ 

実    績 １市（前橋市）（Ｒ５～Ｒ６） 


